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前回総合経営計画（2016年度〜）

振り返り
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前回総合経営計画概要

■⻑期経営戦略 基本⽅針（３つの柱）

■中期経営計画 重点テーマ

①品川を筆頭に駅周辺を核とする
まちづくりの推進

②⽻⽥における基盤強化の推進
③都市近郊リゾート三浦の創⽣
④地域とともに歩む

事業戦略エリア戦略
①基幹たる交通事業の基盤強化
②賃貸事業・マンション分譲事業の

戦略的展開
③訪⽇外国⼈需要の取込み
④筋⾁質な事業構造への変⾰

お客さま戦略
お客さまに選ばれる商品・サービス⽔準を
常に追求し提供する

■⻑期ビジョン（2035年度に⽬指す将来像）
品川・⽻⽥を⽞関⼝として、国内外の多くの⼈々が集う、豊かな沿線を実現する

■⻑期経営戦略期間のステップ



定性⽬標・経営指標の進捗・評価

５

■定性⽬標の進捗・評価

・収益拡⼤や事業の選択と集中により、2019年度までは⽬標経営指標達成に向けて堅調に推移。
・2020年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、利益・負債ともに悪化し、計画未達。

■経営指標の推移・評価

定性⽬標 評 価

品川駅周辺開発期間に備えた収益拡⼤策の実⾏ ⼤型賃貸オフィスビル取得、賃貸マンション事業拡⼤等により不動産賃貸業の利益が向上。
今後も品川駅周辺開発に向けた賃貸ビルクローズの補填等が必要

事業の選択と集中の継続・強化 流通事業再編、グループ会社清算（京急観光）等、着実に実施

財務体質の改善 資産売却（台場ホテル）等により、順調に推移。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、有利⼦負債が増加

　　　　　　年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2020
⽬標 評価

営業利益（億円） 148 377 294 401 294 △ 184 330

EBITDA（億円） 454 700 669 720 622 140 680

純有利⼦負債（億円） 4,298 3,692 3,947 3,841 4,091 4,577 4,200

純有利⼦負債／
EBITDA倍率（倍） 9.5 5.3 5.9 5.3 6.6 32.5 6.2

・新型コロナウイルス感染症の影響を除いても、
　2020年度は品川駅周辺開発に向けた賃貸
　ビルクローズ等もあり若⼲未達想定
・2020年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に
　より、鉄道・バスを中⼼に⼤幅な利益減
・鉄道事業等の旅客収⼊増やホテル売却等もあり
  有利⼦負債削減は2019年度まで順調に推移
・新型コロナウイルス感染症の影響により純有利⼦
  負債は⼤幅増加



エリア戦略

項 ⽬ 進 捗 評 価

エ
リ
ア
戦
略

①品川を筆頭に駅周辺を
核とするまちづくりの推進

●品川駅周辺開発事業が着実に進展
・⻄⼝地区（⾼輪３丁⽬）の都市計画決定およびトヨタ⾃動⾞株式
会社と共同で複合施設の開発を推進する協定の締結

・シナガワ グースの閉館
・駅街区地区の都市計画決定および⼟地区画整理事業の事業認可
・事業協⼒者として参画した国交省主体の国道15号・品川駅⻄⼝
駅前広場（国道上空活⽤）事業の事業計画策定へのサポート

・連続⽴体交差事業の都市計画決定および事業認可等
●みなとみらい21中央地区53街区開発事業や横浜市旧市庁舎街区等

活⽤事業等、沿線での⼤規模事業開発の参画、推進

〈良好〉
・品川駅周辺開発事業については、
関係者との調整を着実に推進し、
スケジュールどおり進捗

・さらなる沿線価値向上に向け、
まちづくりに資する各種開発事業
への参⼊機会も着実に獲得

②⽻⽥における基盤強化
の推進

●⽻⽥空港のアクセス利便性向上を図るため、⽻⽥空港第1・第2
ターミナル駅引上線整備事業について、国⼟交通省と連携して推進。
国⼟交通省にて予算化

●⽻⽥エリアの発展に向け、⽻⽥イノベーションシティの開発に参画。
また、京急蒲⽥駅周辺をはじめとする近隣地域において、賃貸マンション・
⾼架下施設・京急EXイン等を開発

〈良好〉
・空港利⽤者の増加傾向に伴う
事業機会を着実に捉え、各種
施設整備を実施

③都市近郊リゾート三浦
の創⽣

●企画乗⾞券等による三浦半島への旅客誘致の拡充（みさきまぐろきっぷ・
葉⼭⼥⼦旅きっぷのリニューアル、三浦半島まるごときっぷ発売開始）

●観⾳崎におけるグランピング施設、油壺における温泉掘削等といった既存
ホテルの付加価値向上

〈さらなる進捗が望ましい〉
・観光交流⼈⼝取り込み施策を着
実に推進（企画乗⾞券の利⽤
実績は過去最⼤）

・今後、地域・外部との連携等によ
る抜本的な創⽣が必要

④地域とともに歩む
●⾏政・⼤学・地元・企業と連携した沿線活性化、価値向上
●横浜南部地域の活性化、横須賀スマートモビリティチャレンジ等、

産官学⺠が連携し、地域にあわせたサービスを展開

〈良好〉
・地域の課題解決・利便性向上に
向けた各種取り組みが進捗

６



事業戦略・お客さま戦略

項 ⽬ 進 捗 評 価

事
業
戦
略

①基幹たる交通事業の
基盤強化

●⽻⽥アクセス向上に向けた戦略的な加算運賃の引下げ、多⾔語対応
の拡充

●快適な移動環境実現に向けたモーニング・ウィング号増発、ウィング・シート
の新設

●鉄道事業の組織再編による運営効率化および⼈財確保強化

〈良好〉
・利便性向上、⾼付加価値化、
事業運営の効率化を実現

②賃貸事業・マンション
分譲事業の戦略的
展開

●⼤規模事業開発や⾼架下開発（ものづくり拠点・医療モール・フードホール
等の地域特性を活かした開発）に参画、推進

●賃貸オフィスビルの取得（芝パークビル等３棟）、分譲マンションの安定
供給、賃貸マンションの⼾数増加

〈良好〉
・着実な事業展開により、当社
グループの安定的な利益向上
に寄与

③訪⽇外国⼈需要の
取り込み

●KEIKYU TIC（Keikyu Tourist Information Center）のサービス拡充
（品川駅に新規開設等）

●情報発信の強化（台湾鉄路管理局・台湾観光局、ＳＮＳ、旅⾏博、
ＶＪ事業、旅⾏代理店等）

〈良好〉
・インバウンド対応・需要の取り込み
を継続的に実施

④筋⾁質な事業構造へ
の変⾰

●流通事業再編、グループ会社清算（京急観光）、資産売却
（台場ホテル）等

〈さらなる進捗が望ましい〉
・事業の選択と集中を実施
・新型コロナウイルス感染症の影響
を受け有利⼦負債は増加

お
客
さ
ま
戦
略

お客さまに選ばれる商品・
サービス⽔準を常に追求し
提供する

●顧客管理システム拡充等によるお客さまの声の集約、分析⼒の強化
●データドリブンマーケティング※に向けたグループ統合データシステムの導⼊

※データ分析に基づくマーケテイング⼿法

〈良好〉
・ＣＳ向上に向け、情報の集約・
分析システム強化を実現

７



抜本的な変⾰が必要

８

新総合経営計画策定の背景

前回総合経営計画における課題 事業環境の変化
・前中期経営計画の進捗をふまえ、さらなる利益向上
に向けた各事業の体制構築、財務の健全性を意識
した経営の必要性

・新型コロナウイルス感染症の影響による負債増加お
よび品川駅周辺開発事業の⼤規模投資に伴う財
務の健全性低下への対応の必要性

・新型コロナウイルス感染症の影響による劇的・中⻑
期的・不可逆的な社会構造・⽣活様式の変化

・地域、企業の持続的発展の必要性の⾼まり

●前回総合経営計画の課題・事業環境の変化を踏まえ、⻑期ビジョン・⻑期経営戦略を改定
●外部環境の劇的な変化への対応を重点に、品川駅周辺開発事業の完遂に向けた新たな

中期経営計画を策定
●新型コロナウイルス感染症の影響による事業環境変化の確度や品川駅周辺開発事業計画

の確度が⾼まり次第、新総合経営計画の更新を実施予定



９

新総合経営計画（2021〜2035年度）



事業環境・課題認識
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強み・機会 課題・リスク

内
部
要
因

・品川駅周辺開発
・⽻⽥空港周辺開発
・駅周辺再開発
・鉄道の安全性

・⼤型投資による財務バランス悪化
・専⾨性の⾼い要員育成・確保
・加算運賃の回収進⾏

外
部
要
因

・品川駅周辺開発（当社以外）、リニア開業
・⽻⽥空港拡充、訪⽇外国⼈増加、空港近接開発
・都⼼部⼈⼝増加

・新型コロナウイルス感染症の影響等に伴う運輸・
再開発等の期待収⼊減

・⼈⼝減少、少⼦⾼齢化、労働⼒不⾜
・⽻⽥空港アクセス競合参⼊
・景気変動、⾦利変動リスク
・国内旅⾏市場縮⼩
・⾃然災害、感染症
・働き⽅改⾰推進に伴う移動減

社
会
動
向
等

に
よ
る
課
題

（状況により、『機会』または『リスク』になる可能性がある課題）
ＭａａＳ 消費性向の多様化 外国⼈就労者対応 ＥＳＧ経営
⽣活サポートサービス 働き⽅改⾰ 安全対策取り組み強化 ＤＸ推進（ＡＩ活⽤）

（新型コロナウイルス感染症により加速化、新たに認識した課題）
⻑期的な景気後退 安全・安⼼ニーズの⾼まり ＥＳＧへの意識の⾼まり
訪⽇外国⼈の減少（〜2023） ⽣活様式の変化（三密回避、都⼼・郊外の価値観⾒直し）
ワークスタイルの変化（テレワーク、オンライン化、オフィス分散化）



新総合経営計画体系図
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×

グループ理念（京急グループ全体の存在意義・使命）

⻑期ビジョン（京急グループが2035年度に⽬指すべき将来像）

⻑期経営戦略（⻑期ビジョン実現のための戦略）

中期経営計画（2021〜2023年度）

新型コロナウイルス感染症の影響による急激な事業環境の変化への対応

エリア戦略 事業戦略
コーポレートサステナブル戦略

不動産事業強化をはじめとした選択と集中による
事業ポートフォリオ変⾰

京急グループの持続的発展に向けた
事業構造変⾰による経営基盤強靭化

⻑期経営戦略につながる取り組み

サステナビリティ基本⽅針 ※2022年4⽉策定

11



⻑期ビジョン・⻑期経営戦略

■⻑期ビジョン（京急グループが2035年度に⽬指すべき将来像）

12

⽇本全国、そして世界とつながり、⽇本発展の原動⼒である品川・⽻⽥・横浜を成⻑トライアングルゾーン
と位置付け、国内外の多くの⼈々の⽣活と交流を⽀え、持続的に発展する豊かな沿線を実現する

■⻑期経営戦略（⻑期ビジョン実現のための戦略）

※ＥＳＧ経営を徹底するため、前回総合経営計画のお客さま戦略を内包し、改定。

エリア戦略 事業戦略

地域社会および京急グループの持続的発展に向け、
ＥＳＧへの取り組みを経営のベースと位置付ける

コーポレートサステナブル戦略 ※

品川、⽻⽥、横浜の「成⻑トライアングル
ゾーン」の発展を⽀え、そのポテンシャル
を推進⼒として沿線を活性化する

⼈⼝減少や⽣活様式の多様化を
はじめとした事業環境の変化に対
応するための経営基盤強靭化、
事業ポートフォリオ変⾰に取り組む

京急グループは、都市⽣活を⽀える事業を通して、新しい価値を創造し、社会の発展に貢献する
■グループ理念（京急グループ全体の存在意義・使命（抜粋））

京急グループは、グループ理念のもとで、「社会の持続的発展への貢献」と「京急グループの
持続的発展」のよりよい循環を⽬指します。

■サステナビリティ基本⽅針



エリア戦略
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京急沿線の京浜臨海・京浜⼯業エリアは、開国以来⽇本経済成⻑の原動⼒であり、今後も⽻⽥空港
の国際化をはじめとする再編整備の進展により、さらなる成⻑・発展が期待される。当社グループは、この
エリアの発展を⽀える企業グループとして、品川・⽻⽥・横浜を結ぶエリアを「成⻑トライアングルゾーン」と
位置付ける。

成⻑トライアングルゾーンの考え⽅

成⻑トライアングルゾーンを中⼼に横浜以南や浅草線沿線等の各エリア
との相互連携により沿線の発展・活性化を図る

品川

横浜 ⽻⽥

品川、⽻⽥、横浜の「成⻑トライアングルゾーン」の発展を⽀え、そのポテンシャルを推進⼒として
沿線を活性化する

品 川

横 浜

⽻ ⽥

⻘︓外部事業

⾚︓京急事業

・キング スカイフロント
・⽻⽥連絡道路

・リニア中央新幹線開業
・品川駅北周辺地区事業
・品川地下鉄構想（⽩⾦⾼輪〜品川）
・スーパー・メガリージョンの起点

・ＨＡＮＥＤＡ ＧＬＯＢＡＬ
ＷＩＮＧＳ再開発

・⽻⽥空港のさらなる機能
強化

●技術⾰新による産業空間
魅⼒ある産業観光
・京浜臨海部再編整備

●⽇本有数の⼈⼝集中エリア
●優れた交通インフラ（⼈・物の移動の優位性）
・鉄道・空路・道路・海路

●⽇本の経済・社会を⽀える⽻⽥空港
・世界第５位の旅客数
・発着枠の拡⼤（2020.3〜）に
よる利⽤者増

・さらなる空港機能拡張、
国際化進展による利⽤増の期待

●⾼度な技術を持った企業・⼈材の集積
・⽇本の誇る“ものづくり”「製造業の集積」
・世界で最も⾰新的な企業
「グローバルイノベーターの集積」

●⽇本有数の交通結節点
・⽻⽥空港まで11分、

「世界に⼀番近い東京」
・新幹線、リニア、品川地下鉄構想

日本全国
・

世 界

・京浜臨海部再編整備
・みなとみらい21地区事業

・横浜市旧市庁舎街区等活⽤事業
・みなとみらい21中央地区53街区
開発事業

・品川駅周辺開発
⻄⼝地区（⾼輪３・４丁⽬）、
駅街区地区

・品川駅改良（地平化・２⾯４線化）
・泉岳寺駅地区第⼆種市街地再開発事業

・京急川崎駅周辺再開発
・⼤師線連続⽴体交差事業

・⽻⽥空港第１・第２ターミナル駅
引上線新設

・ＨＡＮＥＤＡ ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮ
ＣＩＴＹ

⻑期
経営戦略
中期
経営計画

エリア戦略



京急グループ全体において、重⼤なリスクである⼈⼝減少、新型コロナウイルス感染症拡⼤により加速化した⽣活様式の変化等、
絶えず変化する事業環境に対応するために、事業構造を抜本的に⾒直す。

事業戦略

従前から認識していたリスク・対応策 今回から新たに認識したリスク・対応策

前回総合経営計画
の想定

財務体質
の改善

リ
ス
ク
対
応
策

14

2035年度

リ
ス
ク

対
応
策

財務体質
の改善

段階的な事業構造変⾰

新総合経営計画
の想定

事業環境の変化等

新型コロナウイルス感染症
による負債増加

2021年度〜2023年度

⼈⼝減少や⽣活様式の多様化をはじめとした事業環境の変化に対応するための経営基盤強靭化、
事業ポートフォリオ変⾰に取り組む

段階的な事業構造変⾰
抜本的な

事業構造変⾰

⼈⼝減少

⼈⼝減少

⼤規模投資

⼤規模投資

⻑期
経営戦略
中期
経営計画

事業戦略



コーポレートサステナブル戦略＿１

15

・公共交通事業等、社会⽣活のインフラを⽀える京急グループの事業は、地域社会に密着し、⼈々の暮らしを豊かにする活動そのものでＥＳＧの
考え⽅に合致。

・グループ全社で⻑期ビジョン達成に向けた事業を推進するため、ＥＳＧ経営の取り組みに関してＫＰＩを設定し、企業価値向上の推移を可視化し
透明性の⾼い経営を⽬指す。

主な社会課題に対し、京急グループの事業を通じて
解決に向けて取り組むＣＳＲマテリアリティを設定

本業を通じてＳＤＧｓをはじめとする
社会課題の解決に貢献する

京急グループの
⽬指すべき将来像

〈⻑期ビジョン〉
⽇本全国、そして世界とつながり、⽇本発展の原動⼒である品川・⽻⽥・横浜を成⻑トライアングルゾーン
と位置付け、国内外の多くの⼈々の⽣活と交流を⽀え、持続的に発展する豊かな沿線を実現する

マテリアリティ

ＫＰＩの策定

京急グループ共通で取り組むＫＰＩ 京急グループ各社が取り組むＫＰＩ

グループ全社で⽬指す社会課題解決の⽬標 事業ごとに解決を⽬指す⽬標

価値創造型ＣＳＲ ︓交通事業の安全安⼼・利便性・付加価値の追求、重点地域における事業機会の創出、
沿線地域との連携・活性化

社会貢献／フィランソロピー︓沿線地域の次世代育成⽀援活動、沿線地域との共⽣、⼈材育成・社員教育
広義のコンプライアンス ︓ＣＳＲレポーティング/ＣＳＲの社内浸透の強化、グループ全体の社会対応⼒向上、

環境への配慮と⽣態系保全
狭義のコンプライアンス ︓健全で透明性の⾼い経営、働きやすい職場環境づくり、リスクマネジメント

地域社会および京急グループの持続的発展に向け、ＥＳＧへの取り組みを経営のベースと位置付ける

⻑期
経営戦略
中期
経営計画

コーポレートサステナブル戦略



コーポレートサステナブル戦略＿２

経営チェック機能の強化
社外取締役３分の１以上※1

コンプライアンス強化
コンプライアンス窓⼝の浸透による

法令違反件数ゼロ

内部統制システムの充実
リスク管理委員会等の設置※1

温室効果ガス削減
京急グループ総排出量
前年対⽐１％削減

〈事 例〉
・鉄道電⼒使⽤量削減
・燃料電池バスの増⾞
・再⽣エネルギーの導⼊

エネルギー使⽤の効率化
気候変動対策

環境保全
脱プラスチック

ペーパーレス化推進

〈事 例〉
・レジ袋の供給量減
・ポイントカードのモバイル化
・廃棄物の削減
・OA⽤紙購⼊量削減

持続可能な観光資源
地球環境への負荷軽減

〈事 例〉
・ワークライフバランス向上
・健康優良法⼈（ホワイト500）
の認定（達成年度︓2022年）

・エンゲージメントの向上
・事故・災害ゼロ

ES（従業員満⾜）の向上
従業員の健康と

安全の確保

従業員の⽣産性向上
経済成⻑と付加価値の創造

ダイバーシティの推進
⼥性管理職⽐率向上
男性育休取得促進

多様な⼈財・労働⼒の確保
⼈権尊重社会の実現

⻘字︓当社への経済的価値
⾚字︓提供する社会的価値

MaaS推進
モーダルシフト
地域活性化

2次交通需要の拡⼤
沿線活性化・交通渋滞の解消

地域連携活動
観光地の魅⼒創造

ボランティア活動

地域関係強化・観光地魅⼒向上
環境保全・地域課題の解消

環 境
Environment

社 会
Social

ガバナンス
Governance

※1 京急電鉄のみの⽬標値。 その他項⽬の⽬標値は各社ごとに設定。
※ 事例ごとの⽬標達成時期等の詳細については、当社ウェブサイト「サステナビリティ」ページをご覧ください。

■京急グループ共通で取り組むＫＰＩ〜グループ全社で⽬指す社会課題解決の⽬標〜
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⻑期
経営戦略
中期
経営計画

コーポレートサステナブル戦略

〈事 例〉
・⼥性管理職⽐率10％以上※1
・男性育児休暇取得率100％※1
・法定障がい者雇⽤率の維持
・⼥性採⽤⽐率の向上

〈事 例〉
・移動弱者をサポートするUniversal
MaaSの推進（達成年度︓2023年）

・地域連携コンテンツの整備により
MaaSレベル２相当サービスの導⼊

（達成年度︓2023年）

〈事 例〉
・⼩中学⽣向け交通安全
講習会の開催（年2回開催）

・⾃治体や地元団体と連携
した清掃活動の実施



交通 不動産 流通 レジャー ⽣活サポート その他

環 境

Environment

●鉄道関連施設の⾼寿命
化による廃棄物削減

（京急電鉄）
●バス営業所新設時にお

ける再⽣可能エネル
ギー設備の導⼊

（川崎鶴⾒臨港バス）

●環境と調和した開発の
促進に対する環境基
準の順守

（京急電鉄）

●2023年までにバイオマ
ス配合率90%のレジ
袋導⼊

（京急百貨店）
●2035年までにすべての

⾷品トレーを環境に配
慮した素材に変更

（京急ストア）

●みなとみらい地区の⼤
規模開発におけるホ
テル事業の環境認証
取得の推進

（京急電鉄）

●ＦＳＣ認証紙や環
境に配慮した印刷物
の提案

（京急アドエンタープラ
イズ）

●気候変動や⽔リスク
への対応に向けた取
り組みの社内浸透

（京急電鉄）

●ＵＤタクシー年間６台
の増⾞

（京急タクシーグループ）
●ホームドア設置の推進
（京急電鉄）

●多様な住関連機能の
提供による空き家の有
効活⽤やシェアハウス
や多世代住宅「hagu
組む」など年間３件の
提供

（Rバンク）

●⾼架下開発の推進
（京急電鉄）

●全厨房の⾷品衛⽣検
査満点の取得・維持

（京急ストア）

●働き⽅の多様化に対
応した地域限定社員
の採⽤５⼈以上

（京急イーエックス
イン）

●地域と連携した⼦育
て⽀援を各保育園に
て年間１回以上実
施

（京急サービス）

●沿線の社会課題解
決に向けた⾃治体と
のパートナーシップの
構築

（京急電鉄）
●全社的なＢＣＰ体

制の再構築
（京急電鉄）

17

■京急グループ各社が取り組むＫＰＩ〜事業ごとに解決を⽬指す⽬標〜

コーポレートサステナブル戦略＿３

※上記は京急グループ各社が取り組むＫＰＩの⼀部抜粋。

Social

社 会

⻑期
経営戦略
中期
経営計画

コーポレートサステナブル戦略
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新総合経営計画

中期経営計画（2021〜2023年度）



新型コロナウイルス感染症の影響による急激な事業環境の変化への対応

19

新型コロナウイルス感染症収束後も⽣活様式の変化等といった事業環境の変化が、当社グループの事業に⼤きな影響を
与え続けることが推測されるため、中期経営計画においては新型コロナウイルス感染症拡⼤による急激な事業環境の変化
への早急な対応を柱とする。

・投資の峻別、保有資産の有効
活⽤等による財務の健全性確保
・品川駅周辺開発事業等の⼤規模
開発に備えた、投資の峻別等による、
財務の健全性確保

・京急グループ全体の間接部⾨の
ダウンサイジング化

・システム化による業務効率化
・機構改⾰等によるグループ全体での
適切な⼈員配置

・鉄道、バス、ホテル事業における
ローコストオペレーションへの変⾰

・保有資産の組み換え等による
不動産事業の強化推進

・取り組むべき事業への経営資源
集中による収益構造の変⾰

京急グループの持続的発展に向けた
事業構造変⾰による経営基盤強靭化

不動産事業強化をはじめとした
選択と集中による事業ポートフォリオ変⾰

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

経営基盤
強靭化

ポートフォリオ
変⾰



京急グループの持続的発展に向けた事業構造変⾰による経営基盤強靭化＿１

■鉄道事業におけるローコストオペレーションの取り組み

20

持続的に安全・安⼼な輸送サービスを提供するため、安定した利益の確保を⽬的に、
業務オペレーションの抜本的⾒直しによる、定常的な固定費の削減
＜定常的に対2019年度⽐で30億円※の費⽤削減＞

⽅針 ︓

主な取り組み︓

〇⼈件費の削減
・ 駅リモートシステム導⼊による要員削減
・ 勤務シフト⾒直しによる要員および時間外労働の削減
・ デジタル化による業務効率化の推進

〇その他費⽤の削減
・ 外部委託業務（清掃・警備等）の内製化による委託料削減
・ 保守・点検業務⾒直しによる修繕⼯事費削減

〇安全・安定輸送を確保するための⽔準は維持しつつ、設備量や耐⽤年数の⾒直しにより
投資額を抑制

※退職給付費⽤は除く

費 ⽤

設備投資

すべての事業においてローコストオペレーション化に取り組む必要性があるが、特に事業構造上、新型コロナウイルス感染症の
影響により⼤きく減益となっている鉄道、バス、ホテル事業を重点的に、ローコストオペレーションを徹底する。

鉄道事業

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

経営基盤
強靭化

鉄道、バス、ホテル事業におけるローコストオペレーションへの変⾰



■バス・ホテル事業におけるローコストオペレーションの取り組み

21

安全・安定輸送および顧客利便性を維持
しつつ、ダイヤの効率化、⾞両数の圧縮など
により収⽀構造を改善

⽅針︓

主な取り組み︓

〇⾞両使⽤年数の延⻑や総保有⾞両数の⾒直しによる、
新規購⼊の⼀時凍結および購⼊台数の削減

損益分岐点の引下げ

〇⼈件費の削減
・ 勤務の効率化による時間外労働の削減
・ 需要減に伴うダイヤおよび路線の⾒直しによる要員、

労働時間の削減
〇その他費⽤の削減
・ 新規⾞両購⼊台数の削減による減価償却費の削減
・ 需要減に伴うダイヤおよび路線の⾒直しによる燃料費など

の運⾏経費削減
・ 業務⾒直しや内製化（⾞両内清掃・ポーター等）による

外部委託費の削減

損益分岐点となる売上を2019年度⽐で、売上⽐率
△13㌽(83％→70％)、△7.6億円引下げ※

• 定数削減、機械化、マルチタスク化等による運営要員の
削減

• ドミナント（⽻⽥エリア等）メリットの追求やデジタルシフト
による運営効率の向上

• 外注業務の内製化やグループ内外への出向による雇⽤
維持と⼈件費削減の両⽴

• ⾃社予約サイトと会員組織を活⽤し、ビジネス出張需要
の減に対する囲い込みと直販⽐率向上

※2022年度達成⽔準、2019年度の既存館ベース
(売上60億円)で⽐較

バス事業

費 ⽤

設備投資

ホテル事業
⽅針︓

主な取り組み︓

＜早期の⿊字化＞

事業環境の変化に耐えうる収益体質
への変⾰

＜ ＞

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

経営基盤
強靭化京急グループの持続的発展に向けた事業構造変⾰による経営基盤強靭化＿２



不動産事業強化をはじめとした選択と集中による事業ポートフォリオ変⾰

保有資産の組み換え等による不動産事業の強化推進

取り組むべき事業への経営資源集中による収益構造の変⾰

事業環境の⼤幅な変化に対応するため「ヒト」「モノ」「カネ」の再配分やコスト削減等を徹底し、
成⻑事業に経営資源を集中させ「収益」「利益」の早期回復を図る。

︕鉄道事業依存の
ポートフォリオの課題が顕在化 不動産の流動化をはじめとする

資産の組み換え等を実施し
収益性を向上

不動産事業を第2の利益の柱にする
事業のポートフォリオ変⾰が急務

不動産事業のさらなる
成⻑を推進

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

ポートフォリオ
変⾰

22

■ポートフォリオ変⾰（イメージ）
2019年度 2035年度

交通

不動産

レジャー・サービス

流通
その他

交通

不動産

レジャー・サービス

流通
その他



保有資産の組み換え等による不動産事業の強化推進＿１

フェーズ１（中期経営計画期間）
 品川など駅周辺開発の着実な推進
 資産回転型モデルの確⽴

フェーズ２
 品川など駅周辺開発の利益貢献
 不動産事業の多⾓化戦略を展開

23

■駅周辺の開発推進
・将来の収益基盤となる品川駅周辺開発事業の着実な推進
・まちづくりと連携した駅周辺再開発等による不動産事業の持続的な強化推進

■流動化を活⽤した不動産事業の拡⼤
・（Ｐ24を参照）

■前中期経営計画期間からの継続
・賃貸物件のテナント⼊れ替えなどを⼿法としたバリューアップ
・分譲マンションの安定供給継続、賃貸マンションの資産回転も含めた利益確保とキャッシュ回収

中⻑期的な不動産事業推進の⽅針

2021年度 〜 2035年度

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

ポートフォリオ
変⾰

フェーズ３
 品川駅周辺開発事業完了による

新収益基盤の完成



保有資産の組み換えなどによる不動産事業の強化推進＿２

24

流動化を活⽤した不動産事業拡⼤

SPC
出資

フェーズ1

アセットマネジメント
事業参⼊

私募リート
組成

私募リートの
拡⼤・安定運⽤

①保有資産を流動化しSPCへ売却することで資⾦
を調達し、新たに私募ファンドへの出資や⾼利回
りの物件を取得することで、資産の若返りと利益
の最⼤化を図る

②流動化を⽤いた資産回転型モデルの確⽴により
財務戦略と不動産戦略の両⽴が可能になる

①フェーズ１での取り組みを通じて、ノウハウを蓄積し、
アセットマネジメント事業への参⼊を図る

②私募リートを組成し保有資産を売却するととも
に、資産回転型モデルにおける不動産投資の
出⼝戦略を強化する

①資産回転型モデルを活⽤することで
開発事業のさらなる発展に寄与する
とともに当社の不動産事業全体の
拡⼤につなげる

②グループ全体で私募リートを活⽤した
不動産戦略を推進することで、沿線
内不動産の価値向上および新規事
業やグループ内シナジーを創出する

保有資産
売却 再投資

フェーズ２ フェーズ３

資産回転型モデルの確⽴ 不動産事業の多⾓化戦略 グループ全体への波及

中期経営計画期間

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

ポートフォリオ
変⾰



保有資産の組み換え等による不動産事業の強化推進＿３

25

中期経営計画期間（2021〜2023年度）における不動産事業の展開

■不動産販売

■賃貸（マンション）

■品川など駅周辺開発

・前中期経営計画期間中に積み上げた物件を含むすべての物件を「販売⽤不動産」と捉え、資産を回転させること
による利益確保およびキャッシュの回収

・定住促進等による沿線価値向上
・マンションの安定供給による利益確保

・将来的な利益貢献に向け、都市計画・地元協議等の着実な推進・早期着⼯
・各駅ごとの特徴あるまちづくり（⾼架下開発等）による差別化・沿線の魅⼒向上

■賃貸（オフィス等）

市況等を注視し、
販売⇔賃貸を
柔軟に切り替え

・保有物件の流動化による資⾦化をテコに、
私募ファンドへの出資や⾼利回りの物件の取得による利回り向上・取得物件拡⼤による利益拡⼤

品川駅周辺開発事業の推進に向け、財務健全性を確保しつつ、利益拡⼤

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

ポートフォリオ
変⾰



取り組むべき事業への経営資源集中による収益構造の変⾰
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「成⻑トライアングルゾーン」を⽀える沿線
地域や国内外拠点のつなぎ役として、快適
でシームレスな移動サービスを創造する
ローカル移動プラットフォーマーを⽬指す

『ＭａａＳ』展開

各移動⼿段や各種サービスの⼀体的な連携に
よる⾼付加価値化や移動需要のマネジメントに
取り組む

「移動プラットフォーム」の拠点や周辺地域の
魅⼒づくりを通じ⼈々（・物）の流れを創造
するまちづくりを推進する

『まちづくり』展開

地域や地元⾏政等の関係者とともに、地域特性
を活かしたエリアマネジメント（地域の課題解決・
地域の魅⼒づくりや新たな拠点づくりを推進）に取
り組むとともに、多様な事業展開により利益拡⼤を
図る

連
携

各事業を移動プラットフォーム・まち創造プラットフォームに分類し、各プラットフォームの⽅針に則り、経営資源の集中、
各事業の⽅向性を定め、両プラットフォームを連携させて利益回復を図る。

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム

⻑期
経営戦略

中期
経営計画

ポートフォリオ
変⾰

鉄道 バス タクシー他 不動産 流通 レジャー ⽣活
サポート



⻑期経営戦略につながる取り組み＿１
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■品川エリア

品川駅⻄⼝地区（⾼輪３丁⽬）
開発建物イメージ

将来の京急グループの収益の柱とすべく、新たな⽣活様式や価値観などに対応し、⽇本有数の交通結節点としての
ポテンシャルを最⼤限活かした開発で、アフターコロナの環境変化に⽴ち向かう。

「品川」「⽻⽥」「横浜」の中⻑期的な成⻑性は不変であり当社の重要拠点として注⼒するが、
変化する情勢に柔軟に対応していく。

国内最⼤級の⼤改造・⼤規模開発が⼀気に推し進められ
⽇本の⽞関⼝、スーパー・メガリージョンの⼀翼を担う

『これからの⽇本の成⻑を牽引する国際交流拠点・品川』へ

『⽇本の⽞関⼝』となりえる
⾼い魅⼒・⽴地ポテンシャル

リニアなど新たな交通モードをはじめ
エリア全体の機能拡充

駅街区地区

品川駅
品川駅⻄⼝地区

品川駅⻄⼝地区
品川の魅⼒・ポテンシャルの⾼さ
を存分に発揮した計画を『これか
らの⽇本の成⻑を牽引』する品
川駅前の好⽴地にて、京急の
新たなフラッグシッププロジェクトと
して推進

品川駅街区地区
⼤規模ターミナル駅直上・直結
という抜群の利便性を活かし、
世界中の⼈々を出迎える顔とし
て、シンボリックなえきまち⼀体
空間を創出

品川、⽻⽥、横浜の
「成⻑トライアングルゾーン」を
沿線活性化の推進⼒とする取り組み①（ ）

駅前に残る貴重な緑地や地形、歴史を継承・活⽤し、
世界中から企業や⼈、技術を集め、次世代の産業創造の
舞台となる持続可能なまちづくりを強く推進する

⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み

品川、⽻⽥、横浜の「成⻑トライアングルゾーン」を沿線活性化の推進⼒とする取り組み



⻑期経営戦略につながる取り組み＿２
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■⽻⽥エリア
・⽻⽥空港の⼀層の機能拡張と国際化の進展に合わせ、空港機能の下⽀えを担うとともに、⽻⽥周辺地域と空港の発展との
つなぎ役となる。

・新型コロナウイルス感染症拡⼤以降、航空旅客の減少が続いているが、2020年3⽉末の発着枠拡⼤や⽻⽥空港周辺エリアに
おける開発が活況であることなどから、新型コロナウイルス感染症の収束以降は需要は回復していくと想定される。

・価格優位性を活かしたサービス展開や輸送⼒増強、インバウンド施策の継続等により、⽻⽥空港アクセスにおける確固たる地位
の確⽴を⽬指す。

⽻⽥空港周辺エリアにおける事業拡⼤ ⽻⽥空港アクセスを担う交通事業

品川駅の２⾯４線化と合わせ、⽻⽥空港第１・第２ターミナル駅に
引上線を新設することで、輸送⼒を増強させる。
（１時間あたり⽚道３本の本数増 等）

⽻⽥空港周辺エリアにおいて拡⼤してきた各事業を積極的に
展開し、⽻⽥空港利⽤者のニーズを充⾜させ、当エリアのさら
なる活性化を⽬指す。

⽻⽥空港第1・第2ターミナル駅引上線整備事業⽻⽥空港周辺エリアの活性化の継続推進

品川、⽻⽥、横浜の
「成⻑トライアングルゾーン」を
沿線活性化の推進⼒とする取り組み②（ ）

⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み



⻑期経営戦略につながる取り組み＿３

■横浜・川崎エリア
横浜・川崎にまたがる京浜臨海部再編整備やエンターテインメント機能の集積により発展するベイエリアと周辺地域
との共⽣を⽬指したまちづくりを推進する。

主なトピックス（推進中の開発プロジェクト等）
みなとみらい21中央地区53街区

開発事業 横浜市旧市庁舎街区等活⽤事業 川崎市との包括連携協定

横浜市⻄区の「みなとみらい21中央地区53
街区」に、事務所・店舗・ホテル・駐⾞場などか
らなる地上30階・延べ⾯積約183,000㎡の
⼤規模複合ビルを新設。
※共同事業、2024年3⽉竣⼯予定

「国際的な産学連携」「観光・集客」というテーマ
に沿った地区の賑わいと活性化の核づくり等の観
点から、事業予定者に選定。
※共同事業、2025年中開業予定

今後、川崎市と当社が連携し、駅周辺のまちづ
くりと交通結節機能強化、沿線の産業や観光
等の発展に資するまちづくり、誰もが暮らしやすい
まちづくりを⽬指す。
※2017年４⽉ 協定締結
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品川、⽻⽥、横浜の
「成⻑トライアングルゾーン」を
沿線活性化の推進⼒とする取り組み③（ ）

⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み



三浦半島各エリアを総合的に捉えたエリアマネジメント加速

三浦でのエリアマネジメント活動を強化し、
⾏政・企業・⼤学・地元をつなげる「コミュニケーションハブ」の役割を担い、

三浦半島における課題の解決、価値向上に取り組む。

地域が⼀体となって観光活性化、交流⼈⼝、定住⼈⼝など社会課題の解決に取り組むため、当社が中⼼となって、三浦半島
全域をフォローするエリアマネジメント組織組成と活動強化、ＭａａＳプラットフォーム「三浦Cocoon」拡充を推進する。

■エリアマネジメント組織によるエリア価値向上

エリアマネジメント組織による
地域課題の解決

ＭａａＳ機能整備による
滞在性、回遊性向上

三浦半島の「コミュニケーションハブ」へ

⻑期経営戦略につながる取り組み＿４（都市近郊リゾートみうらの創⽣①）

郊外における居住・レジャーに対する価値観の変化に合わせた「都市近郊リゾートみうらの創⽣」の推進
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⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み

CocoonFamily（81団体）



⻑期経営戦略につながる取り組み＿５ （都市近郊リゾートみうらの創⽣②）

■回遊性向上、活性化

官⺠連携事業への参画

コワーキングスペース

働き⽅改⾰の推進による、テレワークやワーケーションの浸透等の状況を捉え、住環境に対する需要の変化に即した
取り組みにより、都⼼からの移住や⼆地域居住を推進する。

地域事業者と連携した新たな観光コンテンツの開発、官⺠連携事業への参画、他社ブランドとの協業による
拠点整備などを通じ、三浦半島の回遊性向上、活性化を推進する。

多様な住宅整備 空き家活⽤

地域連携観光コンテンツ開発 他社ブランドとの協業

■三浦暮らしを実現する多様な住まいの提供
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⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み



⻑期経営戦略につながる取り組み＿６ （都市近郊リゾートみうらの創⽣③）
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各エリアの魅⼒・特徴を活かし、外部事業者と共同で滞在拠点や住環境の整備に取り組む。

城ヶ島
美しい⾃然に囲まれた
ラグジュアリーホテル

油 壺
持続可能な魅⼒ある

観光ハブ拠点

三浦海岸
沿線地域の課題を解決する

多世代共⽣のまちづくり

３年間の中期経営計画期間を助⾛として、「都市近郊リゾートみうらの創⽣」へ。

都市近郊リゾート
みうらの創⽣

2021〜2023年度 2024年度〜

事業連携先検討 整備⼯事着⼿所有地の価値向上

眺 望 観光活性化 温 泉 観光拠点 多世代共⽣
住宅

地域活性化まちづくりマリン
アクティビティラグジュアリー

■各エリアの整備⽅針

主なトピックス

⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み



⻑期経営戦略につながる取り組み＿７

ＣＳＲ⽅針に基づき、⻑期経営戦略における「コーポレートサステナブル戦略」に記載した
ＥＳＧにおけるＫＰＩ達成に向け、グループ全体でＥＳＧ経営を推進することで、事業を
通じた地域価値向上と企業価値の最⼤化を図る。

経営に重⼤な影響を及ぼす恐れのあるリスクを把握し、分析・管理することで、
その影響を事前に回避もしくは最⼩限に留めるとともに、リスクが顕在化した
場合には影響を最⼩化するためのリスク管理体制を整える。

お客さまに選ばれる京急グループの実現
／リスクマネジメントの徹底
／ ESG経営の徹底（ ）

お客さま満⾜度向上に努め、お客さまに選ばれる京急グループの実現

経営に重⼤な影響を及ぼす恐れのあるリスクを回避・最⼩限にとどめ、
顕在化したリスクを最⼩化するリスクマネジメントの徹底

地域社会および企業価値向上のため、事業を通じたＥＳＧ経営の徹底
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・お客さま満⾜度調査等を通じ、お客さまに寄り添った取り組みを推進する。
・すべての事業・業務において、お客さまに選ばれる企業集団を⽬指す。
・お客さまに選ばれる京急グループ実現のために、すべての社員が活躍できる
就業環境の充実、働き⽅改⾰を推進する。

⻑期
経営戦略

中期
経営計画 ⻑期につながる

取り組み

E S

C S
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新総合経営計画

財務戦略



財務戦略＿１

持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上に資するため、格付を意識した財務の健全性の確保に努め
るとともに、成⻑のための投資と株主還元を両⽴させる。

・ 純有利⼦負債/ＥＢＩＴＤＡ倍率
・ ネットＤ/Ｅレシオ
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重視する指標

・ フェーズに合わせて、成⻑投資、株主還元、負債削減などへ適切に配分資⾦の配分

■基本⽅針

■⼤規模投資フェーズ（2021〜）の⽅針
⾜元の新型コロナウイルス感染症の影響により負債が増加するなかで、
品川駅周辺開発事業などの⼤規模投資を着実に推進するため、キャッシュフローの強化および改善を図る。

・ローコストオペレーション・投資峻別（キャッシュフロー創出⼒の維持）
・既存事業の利益性向上
・資産の⼊替などによる事業資産の有効活⽤
・政策保有株式の縮減などによる資産の資⾦化

キャッシュフローの強化・改善

・様々な資⾦調達⼿法の活⽤
・⼤規模投資の計画の変更

財務の健全性の状況次第で検討

得られたキャッシュを
品川駅周辺開発事業などの

⼤規模投資に充当



財務戦略＿２
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リニア中央
新幹線開業

（2027年予定）

〜2035

品川駅⻄⼝地区
（⾼輪３丁⽬）

開業

⻑期経営戦略期間中期経営計画期間

株主還元

⼤規模投資フェーズ

安定的に増配していきながら
従来⽔準への配当額の回復を図る

有利⼦
負債

フェーズ

還元向上（従来⽔準以上の配当）

営業キャッシュフロー拡⼤による削減財務の健全性を毀損しない範囲で
コントロール

営業利益の推移イメージ

2022 2023

資⾦回収フェーズ

品川駅⻄⼝地区
（⾼輪３丁⽬）

着⼿

2021

品川駅
地平化

品川駅⻄⼝地区
（⾼輪４丁⽬）

開業

品川駅付近
連続⽴体交差事業

着⼿

300億円

品川駅街区地区
開業

■⻑期経営戦略期間の展望



財務戦略＿３
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2023年度
指標⽔準

• 営業利益 ︓ 約230億円
• 純有利⼦負債/ＥＢＩＴＤＡ倍率 ︓ ８倍以下

■2023年度の指標⽔準

〇鉄道、バス、ホテル事業等のローコストオペレーション
・システム化、勤務シフト⾒直し等による⼈件費の削減
・内製化による外部委託費⽤の削減

〇保有資産の組み換え等による不動産事業の強化推進
〇経営資源集中による収益構造の変⾰

中期経営計画期間における営業利益増加を⽬指した主な施策

新型コロナウイルス感染症の影響等※
・インバウンド需要の停滞
・働き⽅改⾰推進等に伴う移動減

※前提条件
・⽇本の経済活動は、2020年４〜５⽉を底とし、徐々に回復し、2023年４⽉以降
に平常時の⽔準にもどる

・⽻⽥空港航空旅客数については、国内線は2023年４⽉、国際線は2024年４⽉
までに回復

・直近時点で⼊⼿可能な情報を基に算出したため、緊急事態宣⾔（2021/4/25〜）
等の影響は織り込んでいない

（国内外の経済状況およびシンクタンク等の分析結果により算出）
中期経営計画期間

営業利益の推移（P36抜粋）

2023

230億円

34億円

2021 2022

中期経営計画期間においては、早期に営業利益を回復させ、財務の健全性を維持することを最優先とする。
（中期経営計画期間の⽅針）



【ご注意】
この資料に記載の情報のうち、過去の事実以外のものは将来の⾒通しであり、
発表時点において想定した各種前提条件を基に作成しております。こうした記
載情報は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を含むもの
です。実際の業績は、様々な要因によって異なる結果となる場合がございます
ので、あらかじめご了承ください。


